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北海道宿泊税コールセンター委託業務処理要領 

 

第１章 委託業務の概要  

 １ 目的 

令和８年（2026年）４月１日より導入する宿泊税の円滑な施行に向け、事業者及び宿泊者からの問い合

わせに一元的かつ的確に対応する窓口（以下「窓口」という。）設置・運営することにより、制度の円滑

な施行及び安定的な運用を図る事を目的とする。 

２ 基本方針 

   本業務の受託者は、以下の基本方針に基づき、業務を遂行すること。 

  (1) 円滑な業務の移行 

    業務の混乱等を招かないよう委託業務開始までの間に要員確保や体制構築をはじめとした業務設計及 

び要員教育等を行い、業務の円滑な移行を実現する。 

  (2) 民間のノウハウを活用した効率的・効果的な運営 

効率的な運営手法や顧客対応スキルなど受託者が有するノウハウを最大限に活用し、業務の目的を実 

現する。 

(3) 道民サービスの向上 

    道民からの信頼を損なわないよう、常に適切かつ丁寧に対応するとともに、必要がある場合には、速 

やかに道職員に引き継ぎ、円滑な連携を図る。 

(4) 個人情報保護の徹底 

    受託者は、本業務の実施にあたって、個人情報保護法及び北海道個人情報保護条例を遵守し、個人情 

報を保護しなければならない。 

３ 業務の概要 

本業務の概要は、以下(1)及び(2)のとおりとする。（詳細は第２章に記載する。） 

なお、公権力の行使にあたる業務については、本業務の対象外とする。 

(1) 窓口電話における電話対応業務（以下「コールセンター業務」という。） 

(2) 運営管理業務 

 ４ 業務実施期間等 

   受託者は、以下の内容で業務を実施する。 

  (1) 業務実施期間 

    令和８年（2026年）４月１日から令和９年（2027年）３月31日まで 

  (2) 業務実施日及び時間 

    業務実施日及び時間は、下表のとおりとする。 

    なお、対応言語は日本語または英語とし、利用者の言語に合わせて対応すること。 

    ただし、受託者の提案によってその他の言語の対応が行える場合においては、委託者と協議の上対応

可能な言語及び対応時間を決定し、運用を行うものとする。 

 実施日 実施時間 

コールセンター業務 

（日本語） 

年中無休とする。 ８時00分から 

18時00分まで 

コールセンター業務 

（英語） 

年中無休とする。 15時00分から 

18時00分まで 

５ 業務実施体制 

受託者は、本業務を円滑に遂行するため、従事者を適切な役割分担の下に配置し、効率的かつ効果的な

業務運営が可能な体制を構築すること。 
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(1) 従事者の分類 

本業務の従事者の分類は、以下のとおりとする。 

ア 業務統括責任者 

イ コールセンター業務責任者 

ウ コールセンター業務担当者 

なお、「業務統括責任者」は「コールセンター業務責任者」を兼務することができる。 

(2) 従事者の業務 

ア 業務総括責任者 

業務統括責任者の主な業務内容は、以下のとおりとする。 

① 本業務全般のマネージメント（従事者配置計画、業務運営管理等） 

② 業務実績報告の作成と道への報告（月次報告、業務完了報告等） 

③ 業務改善推進に関する業務（業務フロー等の再点検、業務改善策の検討） 

④ 各コールセンター業務責任者の育成及びその育成に係る計画立案 

⑤ 窓口で対応困難な場合等における道への連絡調整 

⑥ 要員配置の調整（繁閑時における要員交代等） 

⑦ 運用開始に向けた準備（全体スケジュールの作成と実行管理） 

   イ コールセンター業務責任者 

  コールセンター業務責任者の主な業務内容は、以下のとおりとする。 

① コールセンター業務の運営管理 

② コールセンター業務に係る報告（処理内容、件数及び統計データ等の取りまとめ） 

③ コールセンター業務に係る業務改善（業務改善の検討、マニュアルの改訂等） 

    ④ コールセンター業務担当者の育成 

⑤ コールセンター担当者だけでは対応困難と考えられる場合の引継ぎ対応 

⑥ コールセンター業務に係る情報セキュリティ等のリスク管理 

ウ コールセンター業務担当者 

     コールセンター業務担当者は、コールセンター業務責任者の指揮監督の下、第２章に掲げるコール 

センター業務を行うこととする。 

 (3）従事者の要件 

業務統括責任者、コールセンター業務責任者は、以下のアからオまでで、コールセンター業務担当者 

は、以下のアからウまでの要件を満たしていなければならない。 

ア 道民との対応業務を行うために必要なコミュニケーション能力を有し、応対マナーが優れているこ 

と。 

      イ 北海道宿泊税の制度概要を理解しているとともに、本業務の遂行に必要な基礎的知識を身につけ 

ていること。 

   ウ 本業務と同等又は類似の業務の経験を１年以上有すること。 

   エ 情報の管理、設備機器の管理、実施状況の把握及び担当者の管理監督等を行い、円滑な業務運営を 

図ることができること。 

  (4) 円滑な連携体制 

ア コールセンター業務を実施する際は、道との連絡を円滑に実施できる体制を整えること。 

イ 実施日や実施時間帯によって、コールセンター業務等の従事者や受電先を切り替える場合は、自動 

転送機能を有する電話機等を受託者の負担で用意する等して、窓口閉庁後対応や休日対応に支障が

出ないよう円滑に実施できる体制を構築すること。 

(5) 留意事項 

従事者の配置に当たっては、次の事項に留意すること。 

   ア 従事者の役割を兼務する場合は、事前に道に報告すること。 

イ 従事者を交代する場合は、事前に道に報告すること。 



3 

 

   ウ 従事者を交代する場合は、新任者に対し、適切に業務引継を行うこと。 

   エ 交通機関などの遅延及び病気などの特別な事由により、突発的に担当者が出勤できない場合におい 

ても、本業務の遂行に支障をきたすことなく、交替要員を配置するなど適切に運用すること。 

６ 業務遂行にあたっての基本的条件 

   受託者は、以下の各条件を前提として、業務を行うこと。 

  (1) 守秘義務及び資料の複製等の禁止 

    従事者は、業務上知り得た情報等の内容を他人に漏らしてはならない。（以下「守秘義務」とい 

う。）この守秘義務は従事者がこの業務を辞めた後も同様とし、遵守すること。 

また、道が提供する一切のデータ、資料等をこの業務以外の目的で利用、複写、複製及び持ち出しを 

してはならない。 

    受託者は、これらを厳守するために万全の措置を講じること。 

  (2) 委託業務における指揮・命令等 

本業務における従事者への指揮・命令・管理・監督及び指導・育成は、すべて受託者の業務として責 

任を持って実行すること。 

  (3) 信用失墜行為の禁止 

    本業務を遂行するにあたり、道の信用を失墜する行為を行ってはならない。 

  (4) 資料等の適正な保管 

    道から提供を受けた本業務に関する資料及びこの仕様書に基づく帳票類等は、個人情報を含むため、 

適切かつ厳重に管理すること。 

  (5) 危機管理 

    機器等の障害が発生した場合だけでなく様々な障害、事故、災害などの緊急事態が発生した場合にお 

いても、業務の遂行に支障をきたすことがないよう十分な対応策及び緊急時の体制を整備すること。 

７ 設備機器等 

  (1) 什器等の整備 

受託者は、業務の適切な運営のため必要な什器や電話回線等は、受託者の負担によって用意するこ

と。 

(2) 消耗品等 

    受託者は、本業務の履行に関し、必要な消耗品（文房具類、コピー用紙、プリンタトナー等）等につ

いて、受託者の負担において用意すること。 

８ 事前準備 

   業務開始日までに、本業務の内容を把握し、要員計画等、運営に必要な業務設計を行うこと。 

   また、あらかじめ道が提供する業務マニュアルやヒアリングなどを通じて、業務開始日には、従事者 

が自立的・安定的に業務ができるよう、マニュアル作成や従事者教育を実施すること。 

なお、マニュアルの作成については、委託者と協議の上作成すること。 

  

第２章 委託業務の詳細 

１ コールセンター業務 

コールセンター業務の主な内容は、以下のとおりとする。 

(1) 電話受付業務 

業務マニュアルに基づき、北海道宿泊税等に関する問い合わせについて、簡易な制度説明等の対応を

行う。  

なお、コールセンターで対応できないものについて、道や関係自治体等への案内等を行う。 
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(2) その他の業務 

ア 対応記録の作成 

問い合わせ対応及び通報対応等の結果について、１件ごとの対応記録を作成すること。 

イ 日報の作成 

対応記録に基づき、日報を作成すること。 

 

 ２ 業務実施状況報告 

   相談員は、受理した電話相談内容等の実施状況については、次により委託者あてに報告するものとす

る。 

(1)日報に基づき月報を作成し、翌月５日（土日、祝日の場合は、その次の開庁日）までに提出するものと

する。 

(2)年間の相談実績等については、実施状況年間集計表を作成し翌年４月１０日までに報告するものとする 

 ３ 運営管理業務 

   業務の適正な運営と改善を行うため、業務全体の事業計画の策定や実績管理等を適切な管理を行うこ 

と。 

 

４ 再委託の禁止 

(1) 受託者が再委託の申し出をしようとするときは、受託者は再委託させようとする第三者から法令等を遵

守する旨の誓約書を聴取し、その写しを、再委託させようとする第三者の商号又は名称及び住所、再委

託する業務の範囲、再委託する理由及び必要性等を記載した書面と併せて委託者に提出すること。 

(2) 受託者が再委託の承諾を得た場合、受託者が再委託する第三者の管理・監督を行うこと。 

  

５ 適用除外 

受託者は、大規模な自然災害等、受託者の責めに帰さない事由（以下「不可抗力」という。）によ 

り、本仕様に定めるサービスの提供ができなくなった場合で、道が、当該不可抗力によるものと認めた 

ときは、本仕様書に定める義務の履行を免除されるものとする。 

 

第３章 その他 

 １ セキュリティポリシー 

本業務の実施にあたっては、業務上知り得た個人情報その他の秘密の保持に努めなければならない。 

２ 提出物 

本業務における提出物は以下のとおりとする。また、この提出物の一切の権利は、道に帰属するものと 

する。また、これらの提出物について、委託期間中に道から提示の要請があった場合は、作成途中のも 

のであっても、これに応じること。 

(1) 契約締結後、すみやかに提出するもの 

   ・業務実施体制図 

   ・業務マニュアル等一式 

   ・その他各種様式類（道との連携上必要なもの） 

(2) 業務開始日以後に提出するもの 

   ・月報 

   ・年間集計表 

   ・その他業務マニュアル、各種様式類などで、その内容に変更が生じたもの 

 ３ その他 

   本要領等で定めのない事項については、委託者と受託者が協議の上定めるものとする。 


